
住民参加に基づく地域政策形成の方法としての「社
会実験」 : 研究史の整理と基本的考え方の構築

言語: jpn

出版者: 

公開日: 2018-04-17

キーワード (Ja): 

キーワード (En): 

作成者: 藤本, 穣彦, 島谷, 幸宏

メールアドレス: 

所属: 

メタデータ

http://hdl.handle.net/10297/00024942URL



住民参加に基づく地域政策形成の

方法としての「社会実験」

一一 研究史の整理と基本的考え方の構築一一

藤本穣1茅・ 鳥谷幸宏

1 はじめに

近年の地域づくりや地域のありノJに関わる住民参加lの視点を生かした地域

政策形成の万法として、「社会実験」が注目されている。 忠考上での社会実

験については人文-社会科学ヒの蔀積あるテーマであるが、 本論では、 具体

的な地域主体形成の実践に悲づく、 地域政策の形成を志向した「社会実験J

に|到する議論に限定して取り扱う。

本論が対象とするのは、 ( 1 )具体的な地域社会を対象とした、 ( 2) 地域

住民の参加と実践に基づく、 ( 3 )地域政策形成のための「社会実験」である。

このような 「社会実験Jは、 どのような考え方で、 どのように行われている

のか。 地域主体形成や地域政策形成に対していかなる有効性を有し、 また課

題を苧んでいるのか。

「社会実験」に関する研究は、 土木計画学、 都市言'.llhj学、 交通工学、 経済学、

社会学、 政策学等、 多岐にわたる研究領域に関わっている。 倒別分野での研

究はそれぞれあるものの、 繍断的 ・学際的観点からの統合研究は進んでおら

ず、 方法や考え方について、 共通fll!W(:が構築されていない。 住民参加に基づ

く地域政策形成の方法としての「社会実験」の課題を明らかにし、 Jj法論を

ftかにする考え方を提案することが本論の目的である。

以下のように進める。 第2章では、 筆者らの 「社会実験Jの実践を研究対

象として、 議論の出発点を川立する。 符崎県五ヶ瀬町における持続的な地域

づくりのために、 n然エネルギーを地域が主体となって活川する椛怨を検討

する。 ただし本論では「社会実験Jの万法論についての議論に主服があるた

め、 事例分析については要点をまとめ記述するに留める。 第3章では、 我が

国の政策形成における「社会実験」の考え万と位置づけを明確にする。 第4
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章では、「社会実験」に関する 研究史を整理し、 研究上の到達点を提示し、

課題と特徴を明らかにする 。 第5-r.tでは、 住民参加に基づく、 地域政策形成

の方法と しての「社会実験Jの)J法論を並かにする 新しい�・え方と方法を提

案する。

2 自然エネルギー地域づくりの社会実験

一一 宮崎県五ヶ瀬町の実践かう

2. 1 解決すべき地域の社会問題の抽出
2010年10月より、 筆者らは宮崎県五ヶ瀬u汀において、1ST社会技術研究開

発センターが実施している「地域に似ざした脱出L暖化 ・ 環境共生社会J (領
域総括 抑尾正靭) の研究課題として、í r /uターンの促進と産業創生のため

の地域の令員参加による 仕組みの開発J (研究代表 島谷幸宏) を開始した。

I/Uターンとは、 人11泣V1t現象のひとつである。1ターンは、 出身地とは

別の仁地に移りイEむこと。 u ターンは、 -J文書Itれた出身地へ再び炭り住むこ

とを意味する。 過疎・尚船化の進む'11山間地域にとって、 定住人口の誘致は

地域の持続性を担保する ための必'fl:条件であり、 移住者及び家族の生活を保

障する 産業の創生が謀題となるo

本プロジェクトでは、 五ヶ瀬町を対象に、íI/Uターン者受け入れを促進

する ための産業創生を進める ため、 地域のÍl然 ・ 文化資源の発掘による 地元

力を誘発し、 地域内部の摩擦を克服し、 全只参加で構築する 『自然、エネルギ

一社会企業jの組織原則や仕組みの開発・ 実証J (1)を行った。

この研究を通して、 中山I[lJ地域において自然、エネルギーは残されたi't1[Iな

自然資源であり、 これを有効利Jtjする ことが、 中山|問地域のみならず我が回

全体 にとって極めて重要なキーポイントであることを実感している。 特に巾

山間地域に存在する自然エネルギーを、 地域が主体 となり、 地域のために使

うことができるかどうかが、 中山nlJ地域の今後の存続にかかっているといっ

ても言い過ぎではないだろう。

研究開始直後より、 重点的 に行ったのが地域住民ヒアリングと多面的交流

である。 プロジェクト開始後、 約1年をかけて、 様々な世代、 性別、 属性の

住民ヒアリングを行い、 また祭礼や山聞き等の地域行事への積極的 な参加を
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行い、 多面的交流が図られた。 このようにして地域住民の閃心や懸念を広範

に抽州するとともに、 地域の構造やネットワークの把艇がH年11りをかけて11'わ

れた。 ヒアリングや多両的な交流から抽出された地域の社会川組は、 以，，"0)

通りである(2 )。

①少子高齢化が進んでいる。

②I/Uターンをしたくとも働く場がない。

③転勤族の母親層が地域内で孤立している。

④お産施設がない(里帰り出産をしたくとも、 安心してお産が出来ないの

で出来ない)。

⑤鹿 ・ 猪の獣害に悩まされており、 農林業が疲弊していっている。

⑤地域特産品の創出(ビオラ、 パプリカ、 お茶、 しいたけなど)に積極的

にチャレンジしている農家が個別にはいるが、 地域全体の力につながっ

ていないロ

⑦第三セクターであるワイナリ一、 スキー場の経営がうまくいっておらず、

第三セクターに対する住民の不信感がある。

2.2 問題解決のための「自然エネルギ一社会企業j

自然、エネルギーを地域の共有資源として、 地域が主体となって活用し、 産

業を輿し、 雇用を確保し、 資金を蓄積し地域の社会問題を解決するための活

動を行う、 高い志を有した社会企業体の構想が必要で、あった(図1 )。

図1 r自然エネルギ一社会企業jイメージ
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JL体的には水)J発電施設のigtitt、 バイオマスエネルギー施設のぷ位、 それ

らの施設の維持管理、 建設資金の調述、 地域の合23:形成、 地域への収益の還

元を行う。収益の還元は地域課題の附.決に直般つながるように、 巾.独では経

常が難しいDJJ産施設の連常や乗合川公タクシ一、j品j谷が出来る福祉施設の運

営、 産也市の設置等の社会的投資が考えられる。 自然エネルギ一社会資本雄

備の資金についても、 市民債権や市民出資の手法を用いて、 広く都市住民や

五ヶ瀬町出身者からも資金を調達する仕組みを作る。 配当は金銭ではなく、

地域産物を充てるようにすることで有.ヶ瀬町への関心を呼び起こし、 I1Uタ

ーンへのきっかけづくりを行う。このような全体をマネジメントする企業体

が必要である。

現在、 Ii.ヶ瀬町内の地域IIljのバランスを与えながら、 4地|ベ(i皮�M . 紙

日iト土生 ・ 三カ所)に小水力発氾のデモ機を導入し、 小水)J発Uと地域づく

りについての理解を醸成している段階である。

，1P.行して、 助産施設の見学や了.Tfて支援施設の開設、 産両市開設に向けた

勉強会と視察等、 地域の社会問題解決の包括的な解決に向けた議論を開始し

たところである。

このような自然エネルギ一地域づくりについては、 3.11を前後して、 全

凶で微々な実践が始まっているt:310 地域住民が個々に抱えている課題や懸

念、 心配、 不安を共有し、 その包抗的な解決を可能にする地域資j原と前HJ)J

法を見定め、 地域が主体となって地域の持続性を妬く。 地域の持続性を協同

で拓くぶ向を持って行っている(1然エネルギ一地域づくりの実践を、 より一

般化し、 広く共有できる与え方を提ぷできないか。これらの実践の課題や成

果を共有するための議論の基盤を構築出来ないか、 長期にわたるプロジェク

トをマネジメントするための考え)jを構怨けi来ないか、 このような実践的な

関心をもって本稿は企図されている。

3 r社会実験jとは何か

3. 1 r社会実験Jの考え方

以上のような実践を念頭におきながら、 本航では作民参加型の地域政策の

形成万i.tとして「社会実験」に注目し、 与-え方について議論を深めて行こう。
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まず既往研究における「社会実験Jの概念整理を行い、 定義をIV J f仰する"

経済学者の山崎一真は、f社会実験Jを次のように定義する。

「住民参加を前提にして、 計11可案・代替案を本栴災施のlìífにMh1 Jし、 す

の結果や参加者の志:見を踏まえて計問案・代替案を修正するというものC、

計商プロセスのなかにフィードパックの手続きを積極的に部人するイ1.荷Il

みJ (-1) 

「社会実験」は、( 1 )期間と地域を限定し、 (2)住民や企業、 行政等|則

係する主体が協力して実験主体となり、 ( 3)新制度や新技術を試験する。

実験条件の操作や変数のコントロールが閑難な実社会に対して、 直接働きか

けを行う。 その効果は、 多くの人々が実体験を通して評価される。

「社会実験jは、 住民参加を伴う。 積極的な市民にとっては、 地域や自身

が抱える課題の解決に向け、 新技術や制度を導入するか否かの判断を行うチ

ャンスとなるo r社会実験jの運営や評価等建設的な参加の場面が増えるこ

とになるからである。 そうでなくとも、 ある日観光地を訪れたら、 パーク ・

アンド ・ パスライドの実験を行っていたので利用してみた、 住んでいる地域

の生活路線が低速電気パスの試験運行路線に選定された等、 偶発的に実験の

参加者となることもある。「社会実験Jは、 午前空間を内包する現実の地域

を対象として行われる、 そこに暮らす住民は、 自然と「実験Jに巻き込まれ、

「実験jの一部を担うことになる。 サイレント・マジョリティであれ、 積極

的な市民であれ、 地域の住民すべてが何らかの形で「社会実験」の参与者と

なる。

土木計画学者の久保田尚は、「社会実験」をまちづくりの過程の一部と捉

えることを提案し、 交通計画学者の森田哲夫や国土交通省の広瀬仲も、 地域

計画の主体形成、 合意形成の方法として「社会実験Jを積極的に評価する(5 )。

神奈川県鎌倉市で、 市民参加型の漁港改修計画に携わった応用生態工学者

の清野聡子が興味深い所感をまとめている。

f漁港事業では市民参加のプロセスを制度的に位置付けていないが、 本

委員会のような形式で市長の私的諮問機関として市民参加の委員会が組織
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されたことは、 漁港管理釘である市行政の決断である。 これは鎌倉市の地

域性による部分が大きいと考えられる。 すなわち、\1)公共事業に対して市

民参加lや徹底した議論を市民が要望する精神胤1:が形成されている。 地域

計Idlj、福祉やリサイクルなどでの市民参加は先進的な地域であるため、市

の他事業でも行われている方法であった。 そのため、 rl1"行政のなかでのコ

ンセンサスも形成されやすい上壌がある。 2社会制度の変革を地域から行

うことを厭わない地域である。 社会実験を受作し参加し、 体験するなかか

ら具体的提案をするなど、 市民が新しい社会n�枠組をつくることに熱心で

あるo �少数意見であっても押さえ込まず、 桜;ttIli:に記載し検討を続ける

など、 価値観や意見の多縦性を認める胤1--があり、 この委只会の報告書に

おいても行われた。 これはrlj氏がこういった会114�の洋紺iについてJL貧IJに考

え参加する>flI'慣があってこそ生まれる緊張感であって、全|玉!どこでも|司燥

な状況にあるわけではない これらの地域社会的背討があって漁港計I!!!Iへ

の市民参加と合意形成が進められたと号えられる。J (fi) 

漁港改修は利;iF関係貯が桜維に入り組lむ合意形成となる。 しかし鎌倉では、

関係者間で「徹底したl淡E論jが行われる風土があり、「少数怒見であっても

押さえ込まずJ l� ì=_的にお�I識が構築される市民性が、地域計画や福祉、 リサ

イクル等犠々な分野での「社会実験Jを通じて行まれていることを、j)!J-野は

発見した。

この点について、 鎌倉市長の竹内謙(1993年-2001年在職)も、 別の機会

に次のように語っている。

「この社会実験というTi・菜、ほんとうにいままでの行政では考えられな

いような用語ですね。 つまり、行政が実験をしながら何か施策を検討して

いこうというような考え方は、|円来の行政にはまったくなかったと思いま

す。 行政が計両をつくり、 きあ、それを実行していきましょう、こういう

スタイルが旧米地の行政だ‘ったわけでして、実験という概念はおそらくご

くごく最近に起こってきたことだろうと思うんで、すね。 私はこれは市民参

加という手法の一つだろうと思うんです。・・・・・・111略......市民参加1で計画

段階から市民の人たちに計画づくりに参加をしてもらう。 計I!lij案を山す。
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設計図をつくってみる。 設計図に対してまた意見をもらう。 それを直して

修正した考え方を入れた修正案をつくってみる。 それでも、 わかりにくけ

れば模型でもつくってみる。 それを見せるという方法で、 また、 意見を取

り入れていく。 さらに、 いちばんわかりやすい方法として、 やっぱり現場

で実験をしてしまう。 その実験に市民が実際に体験的参加をしているとい

うやり方は、 なかなかわかりがいいですね。J(7) 

「社会実験」は、 新技術や施策導入の計阿策定や政策形成のプロセスの一

部を構成し、 対象地と期間を限定して試験的に導入し、 効果を評価する。 地

域住民からの支持が得られれば本格導入、 支持が得られなければ中止、 ある

いは再検討を行う。 これら一連の政策形成過程である。

3.2 r社会実験Jの制度化

次に、 我が図の政策形成過程における「社会実験Jの位置っきけを明確にし

よう。 1997年、 建設省(当時) によって、「社会実験Jが政策形成過程に位

置付けられた。「道路審議会建議 道路政策変輩への提言 一ーより高い社会

的価値をめざしてJ (1997年6月30日)に、 以下のようにまとめられている。

「社会的に大きな影響を与える取り組みの実施にあたっては、 新しい仕

組みへの変革の手段として、 あるいは施策の効果を把握しつつ関係者の合

意形成を進める手段として、f期間を限定して実際に現地で試行し、 評価

をふまえて本格実施に移行することj (社会実験)を積極的に取り入れる

べきである。 社会実験は、 その地域が改善されるだけでなく、 他地域に有

効な実験成果を提供できる反面、 リスクと費用を伴うものである。 このた

め、 実験箇所を限定するとともに、 実施する地域に対しては国の特段の支

援が行われるべきである。 実験終了後には、 成果を共有するため、 実績の

評価と結果の公表を行うとともに他地域への普及方法について検討するこ

とが必要である。 また、 結果をふまえて、 社会実験の継続、 本格実施のと

り止めを含めて施策の改善を継続的に行うとともに、 国の政策方針の改善

にも反映すべきである。J川
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環境分野においても、 1997年の地球iM暖化防止京都会議(COP3)を受け

てまとめられたf地球温暖化対策推進大綱 一一 2010年にIbJけた地球温暖化

対策についてJ (1998年6月19日)のなかでf社会実験」が位置付けられて

いる。 第3 -r，î rライフスタイルの見直し」第6項「社会システム変革に向け

たモデル事業の実施jに。記述がある。 円1:会実験jの実施対象となるトピッ

クスが具体的に挙げられている。 引用して舵認しておこう。

「関係作n�が一体となって、 地)i公共同体等ともÆl!�し、 既存施策をイf

効に前川して、 地域におし、て、 1 )新エネルギー|則述施設の整備、 2)向

転単利川促進のための道路島日境等の撚側、 3 )公共交油機関利j刊促進のた

めの社会法盤幣備、 4)環境にやさしいうど通管問、 5) t，'i報通信を活JI.Jし

た述隔勤務、 6)環境にやさしい生活(エコライフ)ヤ夜間照明の適主化

の実践、 7)地域材の住宅への活fHや'1!.山林の整備、 8)道路交通拠雑の

緩和のための11寺発通勤の促進、 9)夏季サ;長J�Jの述続休H肢の普及 ・拡大な

ど、 国民の参加を待た先駆的な地球illlU唆化対策モデル・J_�業を集中的に行い、

その成果を検証し、 地球漏暖化対策の効呆的な推進を函るための大規模な

社会実験を行う。J (9) 

後述するように、「社会実験」が政策形成過程として制度化される以前、

我が国での「社会実験Jは、 1970年代初頭からの先進的な取り組みを除いて

しばらく行われていない。 1980年� 1990年代中頃まで年間数件程度だった社

会実験の実施件 数が、 1994�1998年には年間9 �31件、 1999年には年IIIJ89件、

2000年以降は年間100件 を超える社会実験が行われるようになっている(10)。

「社会実験jが制度化されて以降、 政策形成過程の一部として仕組みが根づ

きつつある。

4 r社会実験Jの研究史

4. 1 r社会実験j のはじまり

次に「社会実験Jの研究!とを概観し、「ネ1:会実験jの特徴を明らかにする。

政策としての「社会実験Jの起源を採ると、 1960年代後、|モ�70年代前半、 ア

� 



メリカ、 イギリス、 日本で、「社会実験」がスタートしているけI】。

( 1 )アメリカ

ILt界で最初の大規模な「社会実験(= Social Experiments) Jとして、 1968

-1972年アメリカの「所得税実験(Income Maintenance Experiment) Jが

挙げられる(12)。 アメリカ連邦政府(0節目of Econornic Opportunity: OEO) 

が実験の実施主体となり、 ニュージャージー州ほか全米4地域で実施されたに

「負の所得税(Negative Tncome Tax : KIT) Jについて、 負の所得税の将

人は低所得行の労働意欲を低ドさせるかどうかが検証された。!:tの所初税と

は、 以進課税システムのー純であり、 松11�17金や生活保.iIß.等の社会保Ir.�をf 1 

財政上の支出を抑えながら実現することを目的としたものである。 所得レヘ

ルの基準が設けられ、 それを超える収入のある者は一定割を支払う。 他方そ

のレベルを下回る者は、 不足分(所得がそのレベルを下回っている額)の・

泊三割の給付を受ける。

ニュージャージ-f�の所料税実験は次の下}11!iで行われた。 予めu支えされた

所得水準以下の世'市に対して実験への参加を打診。 応応、諾した11附l吐そ干川，イ仙;

抽f出P， (random sampling)を行つた1.30∞0の{低丘所得世帯lにIここついて、 r!のI�r 1!:悦

に適応するグループとそれ以外のグループに2分し、 その後3年IIIJにわたっ

て各世帯の雇用と収入、 教育の到達度、 結婚関係の持続性などについてのデ

ータを収集。 H無比較(with & without comparison)で効*か.汁価された，

L. Orr (1998)の分析によれば、 その結果、 れの所得税と労刊b忍欲のfJ(.ト

との問に布芯;な|則速はみられず、 flの所得税の将入は低所作円の''jÍ(，励;\��欲十

低ドさせるという似説は来1�1lされている( 1:1)。

アメリカではいj時期に、 アメリカ連邦政府の補助をうけたヲノトhJf'光州に

よる「ランド医療保険実験(The RAKD's Hea1th Insuranc(.' I�，pcnnlcnl) J 

が実施された。 医療保険により被保険者の受診行動がどう企わゐかとうかの

検証を行うためである。 1971年の実験開始以降、 1982年EでIO{1 J'J.. Iにわた

ってサンプルが追加され、 データの分析は80年代末まで11 � ) Â I / 0 -l}ンプル

数の合計は2.∞0家肢を越える( 111。

手順は無f'F1.，�抽出により、 全米6地域の調有対象地JJ'" t.ノ ン1;.(.分し、 負

担率とサービス内容の異なる医療保険を適応した。 その他、I�#lサービス受
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符行動や健康状態をモニタリングし、 有無比較で効果が評価された。 実験結

果をふ まえ、 多くの保険関連企業の医療保健制度・ 商品パッケージに見直し

が加えられている。

(2 )イギリス
イギリスでは、 1975年のノッテインガム市の中心市街地交通政策「ゾー

ン ・ アンド ・ カラー計画 (Zone and Collar Scheme) Jが導入されたo マイ

カ一通勤による渋滞解消のため、 マイカ一利用を抑制し、 代わりにパスサー

ビスを向上させ、 マイカーからパスへの通勤手段転換をいかにして促すか考

えるためのもであった(15)。

手順は、 行政が実験計画を策定。 ノッテインガム市の中心部および周辺の

住宅地区2地域が、 モデル地区として選定された。 実験実施に先立ち、 パン

フレットが作成され市民に配布された。 ノッテインガム市中心部に通勤する

不特定多数の市民が実験の対象となる。 パンフレットでは、 実験の内科や期

待される効果が説明され、 これに対する住民からの要望や提案を同封のハガ

キで返却してもらう、 という方法がとられた。

実験は、 スタートから11ヶ月で「 中止」されることとなる。 渋滞問題の深

刻さについて、 人々から十分な理解と合意が得られず、 本実験の必要性自体

に疑問が投げかけられたからである。 実験計阿を立案した行政側と市民側の

意識のかい離が埋 まらなかったことが原風とされている。

(3 )日本

我が同では、 1969年8月6 11 � 17 rI (12 R問 ・終日)の、「池川市平和買

物公園J (北海道j也川市)が、 最初の「社会実験Jとして研究史に位置付け

られている(16)。

旭川市平和買物公園の「社会実験」は、JR旭川駅の北側道路l.Okmを、

車両交通を禁止し、 歩行者専用道路として買物公岡化するものであった。 土

木計画学者の太田勝敏によれば、 ニューヨークや東京で歩行者天国が実施さ

れたのはこの実験の後のことであり、 世界的 に影響を与えた同期的 なものと

評価されている。

旭川市平和買物公園の「社会実験 J の経緯と手順を整理する。 実験の構想

�-



は、 1963年、 将来への商売上の不安を感じていた商庖街の若手経営者や旭川

青年会議所、 旭川市の間で計画の原案が作成されたことに始まる。 この原案

に基づいて1964年の市政方針のなかで市長より実験計画が発表された。1965

年1月、 市の長期計l面に「旭川市の街づくりの方向Jとして位置付けられ、

1966年には基本構想がまとめられた。 しかし、「若い市長の夢物語だ」、「単

なる人気取りのための打ち上げ花火にすぎないJなどという手厳しい反応を、

当時の市民は示したことが記録されている。

その後、 旭川商工会議所が、 市民への気運の際成や構想の普及を行い、 反

対者への働きかけに努力した結果、 1969年4月、 旭川市近代化委員会と旭川

商工会議所による「買物公園企画会議」 が発起。18月の旭川夏祭りに実験

をおこなうJという提案が採択されるに至った。

実験期間中の12日間の人出は、 平常の5-6情となり、 商庖街は活況を呈

し、 市民の買物公園造成に対する賛同を得、 また貨物公園に反対していた商

府主の多くからも質問が得られたo 買物公|主|化の本格実施が決定され、 現在

に至る。

4.2 í社会実験jの特徴

( 1) í比較試験型社会実験J (アメリカ)

アメリカの「社会実験」の特徴は、 統計学の導入による科学的研究方法の

採用にあるo 調売の主体と者:体は厳密に区別され、 対象者は無作為抽出で選
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定される。 対象者の行動変化に現れる政策 効栄を評価する ために、 政策適応

を受けたグループ(Impact) と受けなかったグループ(Con trol) との「比較

(= With/Without Comparison) Jに基づいて、 実験の結果が評価される「比

較試験君�社会実験Jである( I火12)。

(2) í経験型社会実験J (イギリス、 日本)
イギリスや日本では、 Control(政策適応を受けないグループ) は明確に

設けられず、 広範にわた る不特定多数の市民が対象者 となった。 ノッテイン

ガム市では、 実験の実施主体 の行政によりパンフレットが作成され、 実験の

内容や期待される効果が説明されている。 日本では、 幾度も議論がmねられ

関係者の合意形成に基づいて実験が実施されている。

実験の結果は、「実施前 と実施後の(before/afte r) の変化」で評価される。

不特定多数の 人々を対象に、 実験実施主体 から目指すべき方向性が示され、

目指すべき状態を限定的 に発生され、 それに対する可停を、 市民は実際の経

験を通じて評価する「経験型社会実験Jである(凶3)。

それぞれ、 経験や学科に基づく理解醸成や合意形成を目的と したものであ

る点で共通 している。 イギリスの「社会実験」が行政主導の「市民啓発型社

会実験Jであった のに対 し、 加川市平和口物公凶の「社会実験Jは、 商j古街

の将来への不安を感じた 商j占主を中心に、 れらの地域を活性化するために1I

らが「社会実験jの実施主体 となって行われた 「市民参加型社会実験」であ

� 
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るという点が特徴である。

5 r社会実験Jの新しい考え方の提案

5. 1 r社会実験Jの問題点と研究の課題

( 1) r社会実験Jの問題点

これまで見てきたように、 近年我が国では「社会実験Jが、 政策形成過程

への住民参加の万法として、 国家により制度化され、 一 定の評価を得ている

ものの、「社会実験に基づく政策形成」は進んでいない。「社会災験Jは住民

参加型政策形成の有効な手法のーっといわれながらも、 実験終f後、 実際に

本格的な施策としてうた施・ 導入される事例はあま り多くない。

従来の「社会実験」の大きな問i題点として、( 1 )行政主導、( 2)特定の

新技術や仕組みの導入に主服、( 3 )対象住民の巻き込み(=参加)に失敗、

(4 )鋭JgJ間にPDCA(= Plan、 Do、 Chcck、 Aclion)を一回りさせること

に終始している、 という4点が指摘されている{1710

(2) r社会実験j研究の課題群

「社会実験」の実験設計に関する研究課題がある。「社会実験JのPlan (= 

全両立案、 計画策定、 新技術や新施策の導入、 規制の特例等)をいかに設定

するか、 対象地となる地域住民との信頼構築や合意形成、 地域住民の主体性

の生成をいかに行うかについての研究は管見の限り見られなかった。

「社会実験」は、 対象地域の住民を意思の有無・ 強弱に関わらず巻き込む

性格をイfしている。 設計にあたっては、 地域住民の斗寸前についての総合的な

検討が要求される。 対象地域の住民が仰を謀題と感じ、 不安に感じているか、

それらの懸念を包括的な解決を内包するように「社会実験」をデザインしな

ければ、 地域住民からの支持は得られず「実験」は失敗に終わる。

これまでの「社会実験」では、 vVi仕l/Withoutの悦点、 Be[ore / Afterの視

点、と考え)jは異なるが、 いずれにおいても、「社会実験Jの効果が一度きり

のImpact(実施)で評価されていることも課題である。「社会実験」が取り

組む課題は、 多様な人々の生活に根ざしたものであり、 広範な支持や効果を

得るためには継続的かつ多而的なImpact設計が求められる。 地域住民の感

社会環境論究叩号 月|



じている不安や懸念が十分に抽出されないまま「社会実験Jが設計されると、

対象住民にとって関心の薄いものとなり、fl'i駆的な評価は符られない。

また、「社会尖験」の評価に関する研究も少ない。 定ill:的評価や行政の実

務担当者による経験的考察の研究がわずかにあるくらいであり( 18)、 質的研

究や記述研究が特に不比している。「社会実験Jが年rllJ 1001'1二以七笑施されて

いることを与・えると、「社会実験」の評価にi則する研究の矢11 J，J.は極めて限定

的である。

5.2 r社会実験jの基本的考え方

「社会尖験Jは、 住民参加型政策形成のイ了効な万法として期待されている

が課題も多い。 本論を閉じるにあたり、「社会実験」の方法論を豊かにする

考え方を提案したい。

これまで見てきたように、「社会実験jを構想する際には、 地域住民の具

体的生活から出発し、 地域住民の抱える不安や懸念を多面的な観点から地域

の社会問題として抽出し、 それらの包括的な解決を含むよう設計する必要が

あるo

社会学者の小林久高は、「人びとの理想と現実の議離のなかに社会問題が

成立Jするとして、 生活から問題を抽出し、 分析するための総合的視点につ

いて以下のように述べる。

「地域の社会問題を考える際には、 地域に定着し、 社会生活の各分野が

統合されているものの見解のみを見ていけばいいというわけではない。 そ

こでは、 その問題にかかわるほかの多くの人びとの考えも凡ていく必要が

ある。 すなわち、 問題に|則係する人びとの与えを、 総体として凡ていく必

要があるのである。 さまざまな人びとがある事態を社会問題と考える。 そ

れらの人びとの背後には、 それぞれの生活がある。 その生活は多種多機で

あり、 その統合の程度もことなっている。J(I!)l 

地域には、 老若男女、 ライフスタイル、 持怒哀楽、 様々な人々が織りなす

様々な生活があるo 不安や諜越を抽出し、 地域の社会問題として共有するた

めには、 実験者側も多様な視点をもって、 多面的 ・ 多角的に、 そして柔軟な

� 



姿勢でアプローチする事が重要だ。

地域が主体となり、 地域の資源を活用しながら、 地域の社会問題の包括的

な解決を追求し、 地域の持続性を主体的に拓いていくために有効な方法とし

て「社会実験Jを構想したい。 地域社会の持続性の実現こそが、「社会実験」

の「理恕(Reference) Jである。 地域社会の持続性の実現を主体的かつ継続

的に探究するプロセス全体が「社会実験」となる(凶4)。

「社会実験jは、〈地域の社会問題や地域住民の抱える不安の解決・解消の

ため、 地域社会を対象に様々な実験的な手法を用いながら、 地域社会の持続

性を実現するプロセス〉として定義するとより豊かな考え方となる。
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図4 r社会実験Jの豊かな考え方の提案

Ä4 

本研究の目的は、 これまでの研究史の蓄積に基づき、 住民参加に基づく地

域政策形成の方法としてより有効な「社会実験」の考え方を構築し、 提案す

ることであった。 特定の技術や制度の導入を目的とした従来の「社会実験」

に対し、 本論では「社会実験Jを、「地域の社会問題や地域住民の抱える不

安の解決・解消のため、 地域社会を対象に様々な実験的な手法を用いながら、

地域社会の持続性を笑現するプロセス」として捉える有効性を提案した。 今

後の実践によって、 その有効性を検証したい。
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